指定地域密着型通所介護事業者　指定申請の手引き
１　指定要件の概要

　　通所介護事業所の指定を受ける場合には，介護保険法上，次の要件を満たしていることが必要です。

(1) 法人であること

営利法人・非営利法人を問わず，法人格を有していればこの要件を満たすことになります。ただし，法令により事業を実施できない法人や所轄庁の許認可が必要な場合があります。
(2) 人員基準を満たすこと

①　管理者

事業所ごとに，常勤・専従の管理者を置かなければなりません。ただし，管理上支障がない場合は，他の職務又は同一敷地内にある事業所等の職務に従事することができます。

※　「常勤」とは，当該事業所において就業規則等で定められている常勤の従事者が勤務すべき時間数（週32時間を下回る場合は32時間を基本とする）に達している者のことであり，正規職員であるか非正規職員であるかは問わない。

②　生活相談員

· 指定通所介護の単位の数にかかわらず，指定通所介護事業所における提供時間数に応じた生活相談員の配置が必要です。なお，指定通所介護の提供日（以下「営業日」という）ごとに，サービス提供時間数を超える時間数の生活相談員の配置が必要ですが，サービス提供時間を通じて配置する必要はありません。

· 生活相談員は、次に掲げるいずれかの資格が必要となります。

・社会福祉士
・介護福祉士
・介護支援専門員
・社会福祉主事

・精神保健福祉士

· 生活相談員又は介護職員（利用定員が10人以下の場合は生活相談員，看護職員又は介護職員）のうち１人以上は常勤でなければなりません。

③　看護職員

· 指定通所介護の単位ごとに，かつ、営業日ごとに専従する看護師又は准看護師が１人以上必要です。（サービス提供時間帯を通じて専従する必要はありません。）
· 利用定員が10人以下の場合は看護職員を置かないこともできます。

· 病院，診療所，訪問看護ステーションと連携し（看護職員を派遣する契約書または協定書の作成が必要），その看護職員が営業日ごとに利用者の健康状態の確認を行う場合は，人員基準を満たしたものとします。（通所介護事業所の職員として配置する必要はありません。）ただし，この場合，派遣された看護職員は，機能訓練指導員との兼務は認められず，加算の算定要件とすることもできません
④　介護職員

· 指定通所介護の単位ごとに，提供時間数に応じた配置が必要となります。

利用者数15人まで

→確保すべき勤務延時間数＝平均提供時間数

利用者数16人以上

→確保すべき勤務延期間数＝（（利用者数－15）÷5＋1）×平均提供時間数

※　平均提供時間数＝利用者ごとの提供時間数の合計÷利用者数

介護職員については，指定通所介護の単位ごとに常時1名以上確保する必要があります。なお，利用者の処遇に支障がなく，単位ごとに介護職員等が常に1名状確保されている限りにおいては，単位を超えて柔軟な配置が可能です。

⑤　機能訓練指導員

· 利用者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するための訓練を行う機能訓練指導員を１人以上配置しなければなりません。

· 機能訓練指導員の要件として，理学療法士，作業療法士，言語聴覚士，看護職員（正看護師又は准看護師），柔道整復師，あん摩マッサージ指圧師のいずれかの資格が必要となります。なお，利用者の日常生活や行事等を通じて行う機能訓練であれば，上記資格を有しない生活相談員又は介護職員が兼務しても差し支えありませんが，機能訓練指導員は必ず1名以上の配置が必要です（営業日ごと，サービス提供時間を通じての配置は必要はありません。）
(3) 設備・運営基準に従い適正な運営ができること

①　設備基準

· 食堂，機能訓練室，静養室，相談室，事務室のほか，消火設備その他非常災害に際して必要なその他の設備及び備品等を備える必要があります。

· 食堂及び機能訓練室は，それぞれ必要な広さを有し，その合計面積は，有効面積で3㎡に利用定員を乗じて得た面積以上が必要となります。なお，食事及び機能訓練の実施に支障がない場合は，同一の場所とすることができます。また，食事の提供を行わない場合は，食堂は不要です。
· 相談室は，遮へい物の設置等によりプライバシーへの配慮がなされていることが必要となります。

②　運営基準

運営基準の詳細については，「古河市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成25年3月19日条例第12号」，「指定居宅サービス等の事業の人員，設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）」及びその解釈通知「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」を参照してください。

２　申請の流れ

(1) 事前協議

· 通所介護事業を計画されている場合には，必ず事前に市高齢介護課給付係　TEL　0280－92－4921）に予約のうえ，事業所予定地周辺の住宅地図と事業所の図面を持参して御説明願います。
· 申請される建物の施設設備について，改修が必要な場合や事業所として不適な場合があります。必ず事前協議で当該建物が指定基準を満たすか確認を受けてから申請を行ってください。
· 建設に係る近隣とのトラブルも散見されますので，事業所予定地周辺に民家等がある場合，周辺への説明をきちんと行って理解を得ておいてください。

· 建築関係法令等に係る手続きについては，別途所管する部署と協議してください。

· 消火設備その他非常災害に際して必要な設備に関しては，所管する消防署に確認を行ってください。

· 食事を提供する場合にあっては，所管する保健所に確認を行ってください。

　(2)申請書提出

· 申請から指定までの標準処理期間は30日ですので，事業開始を予定する日の30日前までに，申請書類を全て揃えて提出してください。受付は90日前から可能です。申請書類が揃っていない場合，審査ができません。
· 申請受付後，審査のうえ問題がなければ指定の処理を行い，通知を行います。

· 書類に不備がある場合等で，修正等に応じて頂けない場合は，審査期間が30日を超える場合があります。

· 申請内容に修正しがたい不備がある場合，指定が適当でないと認められる場合等は申請書類を返戻する場合があります。

· 介護保険サービスの実施にあたって，国，都道府県，市町村等の認可（社会福祉法人，医療法人等）が必要な法人については，別途法人を所管する部署との協議を行い，定款変更等の各手続きを済ませた上で，申請書類を提出してください。
３　申請に必要な書類

　　指定地域密着型通所介護事業者に係る指定の申請は，次の書類を古河市長あてに１部提出してください。なお，書類はA4版で統一してください。（A4版より小さい書類は余白を設けてA4版とし，A4版より大きい書類はA3版とするか，縮小してA4版にすること）
(1) 指定（介護予防）地域密着型サービス事業所指定申請書（第１号様式）（※）
(2) 付表９－１　地域密着型通所介護（療養通所介護）事業所の指定に係る記載事項（※）、
　複数の単位を実施する通所介護・介護予防通所介護事業者の記載事項（２単位目以降）（該当する場合のみ）（※）
付表９－２　通所介護事業・介護予防通所介護事業を事業所所在地以外の場所で一部実施する場合の記載事項（該当する場合のみ）（※）
(3) 添付書類

①　申請者の登記事項証明書
介護保険法に基づく通所介護事業を実施する旨を記載することが必要です。

②　従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（参考様式１）

· 管理者及び従業員全員の毎日勤務すべき時間数を記載してください。

· 資格が必要な職種は，資格証等の写しを添付してください。

※　資格証の写しには，裏面に本人の署名・押印をしてください。
· 従業員（常勤・非常勤問わず）については，雇用契約書，辞令等，雇用契約，当該職員と法人との雇用関係が証明できる書類の写しを添付してください。

· 複数の単位がある場合には，単位ごとに勤務形態一覧表を作成してください。

· その他注意事項は参考様式備考欄に記載のとおりです。

③　事業所の平面図（参考様式３）

· 用途，面積，備品の配置等を明示したA4版又はA3版のものを添付してください。なお，既存の平面図があれば，それを添付して差し支えありませんが，縮尺が正しいものを提出してください。
· 事業所の外観及び内部（用途ごと）の状態が分かる写真を添付してください。

· 事業所が賃借物件である場合には，賃貸借契約書類の写しを添付してください。

④　運営規程

次に掲げる事業運営についての重要事項に関する規程を定め，添付してください。

　一　事業の目的及び運営の方針

　二　従業者の職種，員数及び職務の内容

　三　営業日及び営業時間

　四　指定通所介護の利用定員

五　指定通所介護の内容及び利用料その他の費用の額

　六　通常の事業の実施地域

　七　サービス利用に当たっての留意事項

　八　緊急時における対応方法

　九　非常災害対策

十　虐待防止のための措置

十一　その他運営に関する重要事項

⑤　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要（参考様式７）

⑥　誓約書（参考様式９－２）（※）
⑦　申請者の組織体系図

申請者である法人の組織体系図（事業所等が複数ある場合はその全てが記載されたもの）を添付してください。

⑧　当該事業所に係る備品の一覧表

⑨　損害賠償事故発生時に対応が可能であることが分かる書類（損害保険証書の写し等）

⑩　介護給付費算定に係る体制等状況一覧表，介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（加算を算定する場合）
⑪　重要事項説明書
　　※　⑦～⑪については、「古河市指定地域密着型サービス事業所、指定居宅介護支援事業所，指定地域密着型介護予防サービス事業所及び指定介護予防支援事業所の指定等に関する規則」において，提出が必須とはなってはおりませんが事業所の適切な運営の確保把握のためにご提出願います。
※　要支援者に対してサービスを行う場合は，市町村が実施する「介護予防・日常生活支援総合事業」の指定を別に受けることが必要です。
４　その他

(1) 事業を計画される際には，介護保険法及びその関連通知等を十分御理解のうえ取り組まれるようお願いします。

· 介護保険法令や上記通知等の具体的な内容については，厚生労働省ホームページ（http://www.mhlw.go.jp/）等を御参照ください。

(2) 全国の介護保険事業者や制度改正等に関する情報は独立行政法人 福祉医療機構が運営する福祉・保健・医療の総合情報サイト「ワムネット」（http://www.wam.go.jp/）でも提供されていますので御参照ください。

(3) 事業者の指定等に関する様式は古河市ホームページからダウンロードできますので御活用ください。

５　問い合わせ・事前協議・申請書提出先

　　〒306－0221
　　茨城県古河市駒羽根１５０１
　　総和福祉センター健康の駅

　　古河市役所　福祉部　高齢介護課
　　ＴＥＬ　0280－92－4921
　　ＦＡＸ　0280－92－5594
